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平成２９年度第５回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成２９年６月６日 

                    担当部・課：福祉部子ども保育課〔内線２５２２〕 

① 件  名 

保育所等の利用者負担の軽減について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

幼児教育の段階的無償化に向けた取組みの一環として、保育所等の利用者負担について、子ども・

子育て支援法施行令の一部改正により、所得の状況、世帯の状況等に応じ、軽減されることになっ

た。 

 

【目的】 

  低所得世帯・多子世帯等の経済的負担の軽減を図るため、利用者負担の軽減措置を実施し、幼児

教育・保育の無償化に向けた取組みを推進するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号） 

子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号） 

石巻市認可保育所等の保育料に関する条例（平成２６年石巻市条例第５１号） 

石巻市認可保育所等の保育料に関する条例施行規則（平成２７年石巻市規則第１号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

第４章 安心して健やかに暮らせるまち 

第３節 安心して子どもを産み育てられる支援体制を確立する 

１ 子育てを支援する環境を整備する 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２８年度の保育料負担軽減経過 

平成２８年３月３１日 子ども・子育て支援法施行令の一部を改正する政令公布 

（同年４月１日施行） 

平成２８年７月２９日 石巻市認可保育所等の保育料に関する条例施行規則の一部を改正する規則

公布（同日施行、同年４月１日遡及適用） 

平成２９年度の保育料負担軽減経過 

平成２９年３月３１日 子ども・子育て支援法施行令の一部を改正する政令公布 

（平成２９年４月１日施行） 
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⑤ 主な内容 

 

１ 多子世帯にかかる特例措置の拡充 

 (1) 対象 

市町村民税非課税世帯（１号認定子どもについては所得割非課税世帯を含む。）の第２子 

(2) 内容 

保育料（現行は本来の保育料の半額）を無償とする。 

 

２ ひとり親世帯等に係る特例措置の拡充 

(1) 対象 

支給認定を受けた保護者又は当該支給認定を受けた保護者と同一の世帯に属する者がひとり親

世帯等に該当する場合において、市町村民税所得割合算額が、 

・教育認定子ども（１号認定子ども）については７７，１０１円未満の者 

・保育認定子ども（２号・３号認定子ども）については４８，６００円未満の者、４８，６００円 

 から７７，１００円までの者        

 (2) 内容 

保育標準時間の保育料月額は、現行の保育標準時間の保育料月額が新しい国の基準額を上回る

場合には国基準額と同額とする。 

保育短時間の保育料月額は、国の基準額に関わらず、同階層の保育標準時間の保育料月額の概

ね１１分の８とする。 

※市の保育短時間の保育料は、全ての階層において、保育標準時間の保育料の概ね１１分の８

で設定している。 

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

対象児童数 ８０人程度、  軽減額 年間１，６００千円程度（平成２９年度） 

【市財政への負担】 

   私立認可保育施設の運営費は、公定価格（教育・保育の認定区分、保育必要量、教育・保育に

通常要する費用の額を勘案して内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額）から、国が

定める利用者負担の上限基準額（政令で定める額）を控除して得た差額分について、国及び県が

４分の３を、市が４分の１を負担する。 

公立保育所の運営費は、全額市負担である。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

  今後、各自治体でも同様の対応が見込まれる。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

平成２９年６月 石巻市認可保育所等の保育料に関する条例施行規則の改正 

（適用日：平成２９年４月１日） 

⑨ その他 

 

 


